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都道府県医師会 
  感染症危機管理担当理事  殿 
 

日本医師会感染症危機管理対策室長   
雪 下  國 雄 

 
今冬のインフルエンザ総合対策の推進について 

 
 時下益々ご清栄のこととお慶び申し上げます。 
 さて、昨年度のインフルエンザ総合対策の推進につきましては、平成１６年

１０月２６日付（地Ⅲ１３６）でお送りいたしましたが、本年度におきまして

も、別添のとおり、厚生労働省において、「今冬のインフルエンザ総合対策につ

いて」がとりまとめられ、厚生労働省健康局結核感染症課長より、各都道府県、

政令市、特別区衛生主管部（局）長宛に通知がなされました。 
 本通知では、今冬のインフルエンザ総合対策の推進についての具体的な取り

組みとして、日本医師会感染症危機管理対策室も作成に協力したインフルエン

ザＱ＆Ａ（平成１7 年度版）の配布（現在作成中）、施設内感染防止対策の推進

（現在作成中）や、インフルエンザ予防ポスターの作成・電子媒体での配布、

インフルエンザホームページ（http://www.mhlw.go.jp/）の開設、相談窓口の設

置等を掲げるとともに、医師会等の関係団体との密接な連携が重要であるとし

ております。 
 つきましては、本通知をお送りいたしますので、貴会におかれましても本件

についてご了知のうえ、貴会管下郡市区医師会、関係医療機関に周知、協力方

ご高配の程よろしくお願い申し上げます。 
 なお、インフルエンザＱ＆Ａ（平成１７年度版）、施設内感染予防の手引きに

つきましては、現在作成中であり、作成次第、追ってお送りいたします。 
 また、本通知は日医ホームページに掲載し、普及・啓発を図る予定でありま

すことを申し添えます。 
 



健 感 発 第 号1 1 0 1 0 0 2

平成１７年１１月 １日

（社）日 本 医 師 会

感染症危機管理対策室長 殿

厚生労働省健康局

結核感染症課長

今冬のインフルエンザ総合対策の推進について

インフルエンザは、毎年冬季に流行を繰り返し、国民の健康に対して大きな

影響を与えている我が国最大の感染症であります。また、近年、高齢者施設に

おける集団感染、高齢者の死亡等の問題が指摘され、その発生の予防とまん延

の防止が重要な課題となっております。

そこで、厚生労働省においては、今般、別添（写）のとおり「今冬のインフ

ルエンザ総合対策について」を取りまとめ、各都道府県・政令市・特別区衛生

主管部（局）長あて通知し、本総合対策に基づいて各般の施策を実施していく

こととしたところであります。

つきましては、貴職におかれましても、本事業の実施についてご理解の上、

貴下会員各位及び関係方面に周知していただきインフルエンザ総合対策の推進

につきまして、関係者の格別の御協力が得られるようよろしくお取り計らい願

います。
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平成１７年１１月 １日

都道府県

各 政 令 市 衛生主管部（局）長 殿

特 別 区

厚生労働省健康局

結核感染症課長

今冬のインフルエンザ総合対策の推進について

インフルエンザは、毎年冬季に流行を繰り返し、国民の健康に対して大きな

影響を与えている我が国最大の感染症です。また、近年、高齢者施設における

集団感染、高齢者の死亡等の問題が指摘され、その発生の予防とまん延の防止

が重要な課題となっています。

そこで、厚生労働省においては、今般、別添のとおり「今冬のインフルエン

ザ総合対策について」を取りまとめ、本総合対策に基づいて各般の施策を実施

していくことといたしましたので、貴管内市町村、関係機関及び関係団体に対

する周知及びインフルエンザ予防対策の徹底方、よろしくお取り計らい願いま

す。

また、インフルエンザ対策は、衛生主管部局のみならず、民生主管部局、教

育主管部局等を含めた総合的な取組み、さらには、医師会等の関係団体との密

接な連携が重要であり、インフルエンザの流行前から積極的な情報提供等にご

協力ください。

なお、今後、当省関係課からも関係部局へインフルエンザ対策の通知を発出

する予定としているので、念のため申し添えます。

おって、高病原性鳥インフルエンザの発生の世界的な拡大、人への感染報告

の増加を背景に、厚生労働省において「新型インフルエンザ対策推進本部」を

設置しました。今後必要な対応について別途要請いたしますので、よろしくお

願いします。
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今冬のインフルエンザ総合対策について 

（平成１７年度） 

＜手洗い、うがいが基本です インフルエンザは予防から＞   

１．はじめに  

インフルエンザ総合対策については、毎年標語を掲げ、国および都道府県等（「都道府県、保健

所を設置する市及び特別区をいう。」以下同じ。）において総合的な対策に取り組んでいるところ

である。今冬は、＜手洗い、うがいが基本です。インフルエンザは予防から＞という標語を掲げ

て、2005年11月7日をキックオフデーとし、本格的に対策に取り組むこととした。具体的な対策

は次項のとおりである。 
 

２．具体的対策  

（１）インフルエンザ予防ポスターを作成し、電子媒体形式で配給 

厚生労働省は、インフルエンザ予防のためのポスターの原画を作成し、インフルエンザ

ホームページに電子媒体形式（ＰＤＦファイル等）画像ファイルで掲載している。都道府

県等においては、適宜活用（ダウンロード）され（独自に加工可）、医療機関、学校、職

域等地域住民に対して普及を図り、インフルエンザ予防を呼びかける。 

（２）インフルエンザ ”Ｑ & Ａ”の作成・配布  

厚生労働省、国立感染症研究所感染症情報センター、日本医師会感染症危機管理対策室

は、毎年インフルエンザの流行シーズンに多く寄せられる質問を整理して作成・公表する。 
 

（３）施設内感染防止対策の推進 

厚生労働省は、日本医師会感染症危機管理対策室とともに、インフルエンザウイルスの

高齢者施設等への侵入防止と侵入した場合のまん延防止を目的とした標準的な手引きを

各施設に普及する。 

 なお、高齢者施設等においてインフルエンザが流行した場合には、感染経路、感染拡大

の原因解明などを行うことにより、再発防止を図ることが重要であるため、都道府県等は、

当該施設等の協力を得て積極的に調査を実施することとし、国は、都道府県等から調査の

実施に当たっての協力要請があった場合には、積極的に対応する。 
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（４）インフルエンザのインターネットホームページを開設 

・厚生労働省ホームページ：http://www.mhlw.go.jp 

   ↓（リンク） 

・国立感染症研究所感染症情報センターホームページ： 

  http://idsc.nih.go.jp/index-j.html 
 

 厚生労働省のホームページに、インフルエンザに関する情報等を掲載した専用のページ

を開設する。 
 内容としては、インフルエンザ予防ポスター（ＰＤＦファイル等）、インフルエンザ ”
Ｑ & Ａ”、施設内感染予防の手引、インフルエンザに関する特定感染症予防指針、インフ

ルエンザ発生状況等（発生動向情報、インフルエンザ様疾患報告情報、流行迅速把握情報）

を掲載する。  
 なお、準備が整い次第平成 17 年度のものに更新する。 

 
ア  感染症法に基づくインフルエンザ患者発生状況の把握（週間情報）  

 各都道府県が選定した全国約 5,000 箇所のインフルエンザ定点医療機関（約 3,000 箇所

の小児科定点医療機関を含む）で診断されるインフルエンザ患者について、オンラインで

情報収集を行うとともに、 集められた情報を分析し、その結果を感染症発生動向調査週

報（IDWR :Infectious Diseases Weekly Report）等を用いて提供・公開する。 

イ  学校等におけるインフルエンザ様疾患発生状況の把握（学級等閉鎖情報）  

 全国の保育所・幼稚園、小学校、中学校等においてインフルエンザ様疾患による学年・

学校閉鎖が実施された場合に、その施設数とその時点においてインフルエンザ様疾患で休

んでいる学童等の数を、各学校及び各都道府県教育担当部局の協力に基づき収集・分析し、

その結果を毎週公表する。  

ウ  インフルエンザ流行の迅速把握（流行迅速把握情報）  

 インフルエンザの流行期（11 月～4月）に、全国のインフルエンザ定点のうち約 1割の

医療機関の協力を得て、患者発生数の日ごとの報告を求める。 

エ  インフルエンザ関連死亡の把握（関連死亡情報）  

 インフルエンザの流行期（例年 12 月～4月）に、政令指定都市及び特別区の協力を得

て、人口動態調査を基にインフルエンザ関連死亡の把握を行う。 
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（５）相談窓口の設置  

 インフルエンザの一般的予防方法、流行状況やインフルエンザ予防接種の意義、有効性、

副反応等に関する国民の疑問に的確に答えていくため、ＮＰＯ法人バイオメディカルサイ

エンス（バムサ）にインフルエンザ等相談窓口を設置する。 
  具体的な対応は以下のとおり。 
   
・対応時期  ：平成 17 年 11 月 7 日～平成 18 年 3 月 31 日（予定） 

・対応日時  ：月曜日～金曜日（祝日除く） 

  9：30～17：00 

・電話番号  ：03-3200-6784 

・ＦＡＸ番号 ：03-3200-5209 

・E-mail  ：inful@npo-bmsa.org 
 

（６）予防接種に関する情報提供 

 ６５歳以上の高齢者については、予防接種法に基づく接種を受けることが可能であるが、イン

フルエンザ予防接種の意義、有効性、副反応等に関してＱ＆Ａ等を通じた情報提供を行う。 

（７）ワクチン・治療薬等の確保 

ア インフルエンザワクチン 
   今冬のインフルエンザワクチンの供給予定量は、2,020～2,100 万本（平成 17 年 9

月 22 日時点）の見込みであり、昨年並みの十分な供給量は確保されており、そのうち

約 60 万本のワクチンを不足時の融通用として確保することとしている。また、都道府

県と協力して、医療機関等へのワクチン納入等について調整を行う。 
イ 抗インフルエンザウイルス薬 

① タミフル（一般名：リン酸オセルタミビル 中外製薬） 
・ 今シーズンの供給予定量 約 1,500 万人分 

(ﾀﾐﾌﾙｶﾌﾟｾﾙ 75 及びﾀﾐﾌﾙﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ 3%の合計) 

※８ｶﾌﾟｾﾙを１人分、ﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ１瓶(30g)を 2.9 人分として換算 

② リレンザ（一般名：ザナミビル水和物 グラクソ・スミスクライン） 
・ 今シーズンの供給予定量 15 万人分 

ウ インフルエンザ抗原検出キット（迅速タイプ）の供給 
   今シーズンの供給予定量 約 2,300 万人分（需要増に対応し増産が可能。） 

 
（８）その他 
    他の患者への感染拡大の防止のため、咳などの症状を有する方が医療機関を受診する際

は必ずマスクを着用するよう、呼びかけることとする。 



 

抗インフルエンザウイルス薬等の供給見込み 

 

平成 17 年 11 月 4日 

 

１．抗ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙｽ薬の供給について（10 月 31 日時点での企業からの聞き取

り結果を基に作成） 

○「タミフル」については、インフルエンザの流行状況に応じた適切な供給を確保

する観点から、当該企業は次のような措置を講ずる予定。 

・過去 10 年程度で最大規模の流行にも十分対応可能な量として約 1,500 万人分

を確保 

・特定地域に過剰な量が供給されることなく、インフルエンザの地域毎の流行状

況に適切に対応するため、都道府県人口比に応じた初回品揃え出荷と流行状況

に対応した流行出荷の２本立てにより、出荷量を調整 

○「リレンザ」「シンメトレル」についても、各企業ともに、追加輸入等の緊急対

応が可能となるよう準備。 

○薬剤の適正使用や予防を含めた総合的なインフルエンザ対策が重要。 

 

①タミフル（一般名：リン酸オセルタミビル 中外製薬） 

 ・特徴 Ａ型・Ｂ型インフルエンザウイルス感染症に有効 

     発症後、４８時間以内に投与することが必要 

    タミフルドライシロップは小児の適応を有する 

・昨シーズンの供給量（生産量） 

１，５８０万人分 

  （うち残量：４２０万人分） 

・今シーズンの供給予定量 

１，５００万人分 

(ﾀﾐﾌﾙｶﾌﾟｾﾙ 75 及びﾀﾐﾌﾙﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ 3%の合計) 

  ※８ｶﾌﾟｾﾙを１人分、ﾄﾞﾗｲｼﾛｯﾌﾟ１瓶(30g)を 2.9人分として換算 

 

 



②リレンザ（一般名：ザナミビル水和物 グラクソ・スミスクライン） 

・特徴 Ａ型・Ｂ型インフルエンザウイルス感染症に有効 

    発症後、４８時間以内に投与することが必要 

・昨シーズンの供給量 

１２万人分 

・今シーズンの供給予定量 

１５万人分 

（上記数量は現時点で対応可能な数量。流行状況及び備蓄要請等に合わせ、

更なる追加供給に応じられるよう、検討を行う予定とのこと。） 

 

③シンメトレル（一般名：塩酸アマンタジン ノバルティス） 

・特徴 Ａ型インフルエンザウイルス感染症のみに有効 

    発症後、４８時間以内に投与することが必要 

・脳梗塞後遺症やパーキンソン症候群に対する治療が主な用途であり、全量をイン

フルエンザ治療に使用できるわけではない。 

（販売予測を上回る需要が生じた場合には、原末を緊急輸入し、製造・包装が可能

であるとのこと。） 

 

２．ｲﾝﾌﾙｴﾝｻﾞｳｲﾙｽ抗原検出キット(迅速タイプ)の供給について（10 月 31

日時点での企業からの聞き取り結果を基に作成） 

 

取扱い業者：タウンズ（製造、日本ﾍﾞｸﾄﾝ･ﾃﾞｨｯｷﾝｿﾝが輸入）、デンカ生研（製造）、

住友製薬ﾊﾞｲｵﾒﾃﾞｨｶﾙ（輸入）、富士レビオ（製造）、シスメックス（製造）、第

一化学薬品（輸入）、ミズホメディー（製造）、カイノス（製造）、アルフレッ

サファーマ（製造） 

      ※検査所要時間は５～２０分程度 

※ほとんどの製品の有効期間は１０～２１か月 

・昨シーズンの供給量（生産量）（Ｈ１６） 

１，７４３万人分（うち、残量１２２万人分） 

・今シーズンの供給予定量（Ｈ１７） 

約２，３００万人分 



（上記数量は現時点で対応可能な数量。流行状況及び備蓄要請等に合わせ、更な

る追加供給に応じられるよう、検討を行う予定とのこと。） 
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 （参考） 

2005 年 9 月 30 日 

国立感染症研究所 感染症情報センター 

 

2004/2005 シーズン インフルエンザ情報関連活動 

 

 
１． 患者サーベイランス 

 感染症発生動向調査：インフルエンザ定点全国約 5,000 医療機関（小

児科 3,000、内科 2,000）より週単位でインフルエンザ患者の報告を受

け、2 週間後「感染症週報（idwr）」（PDF、WWW）にて一般に還元。

04/05 シーズン(11－4 月)は、定点当たり約 320 人、累積患者報告数で

約 150 万人が報告され、推計の外来患者数 1,769 万人で、過去 10 年間

でも大きな流行となった。B 型中心の A（H3N2）型との混合流行で、

流行のピークは 2001 年の 3 月中旬に継いで遅く、2 月末から 3 月始め

にかけて見られた。流行の開始も 2005 年 1 月と遅く、長期間継続し、

5 月に基線レベルへと減少した。また 1995 年以降初めて、6 月から 7

月始めにかけて地域的な流行（沖縄県）を反映し、定点当たり 0.1 を

超える報告数の再上昇が認められた。 

 

 

 

週 
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週 

 
 毎日報告：上記インフルエンザ定点の約 1 割から毎日インフルエンザ

患者の報告を受け、結果を参加医療機関に毎日還元。04/05 シーズンか

ら報告システムの入力を一部変更し、日曜等休診日の場合には報告を必要

としない一方で、診察日にもかかわらずインフルエンザ様疾患患者数がい

なかった場合には、患者数 0 人であるという「ゼロ報告」をお願いし、患

者年令の報告を止め、発症日の情報を収集することとした。これに合わせ

還元方法も変更した。毎日、その日までのデータ解析結果の一部をウエ

ッブ上で一般公開し、リアルタイムに流行の状況を提供した。昨年ま

での診察日に比べ発症日の情報は、曜日効果を最小限に留めるため変

動幅も小さく、実際の患者発生状況をより正確に反映し、そのデータ

も極めて週報に近かったことから、対策へ利用できるタイミングでの

正確な情報還元が可能となった。具体的には患者発生動向に比べ、患者

数の増加を約 2 週間以上先行して情報提供することが可能となった。報告

医療機関数は、開始直後の 12 月にも昨年より多く、第 2 週以降さらに増

加した。今後さらに、協力各医療機関からの「ゼロ報告」が徹底されると、

特にシーズンの開始および終了時期の推定がより正確になり、結果として

流行がピークへ向かう時期の推定結果が的確に提供できることとなる。 

 

（拡大） 
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 警報・注意報システム：試行期間を経て 2000 年 12 月より本格稼動。

02/03 シーズンから、衛生行政上の最小単位である保健所ごとの流行状

況の情報も追加された。インフルエンザに関しては一般向けに情報の

一部を地図情報に加工して「インフルエンザ流行レベルマップ」とし

てウエッブ上で公開。都道府県ごとに警報・注意報の発生している保

健所数の経時的変化が閲覧できる。都道府県ごとに警報レベルを超え

ている保健所があれば赤色系３段階で、注意報レベルを超えている保

健所があれば黄色系３段階と細かく分類し情報を提供した。保健所単

位での流行状況の視覚的情報の提供により、個人や地域ごとの対策に

結びつけることが容易になった。一般への認知も高まり、都道府県な

どでもより細かな地域区分での同様の試みもみられ、流行レベルに基

づいたインフルエンザ予防対策強化の呼びかけなどが実施されるよう

になった。このシステムによる保健所ごとの情報の一般公開による地

域保健政策への貢献が、今後一層期待されている。 
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２． 病原体サーベイランス 

インフルエンザウイルスの分離情報の集計を行い、ウエッブ上で還元。04/05

シーズンは、B 型中心の A 型との混合の大きな流行であり、ウイルスの分離件

数は 2005 年 8 月時点で A 香港型は昨年の半数以下で、A ソ連型も報告数が少

なく、B 型が非常に多かった。分離時期は、B 型が年初から急速に増加し、2

月一杯 400 件を超えた分離を報告し、2 月後半にピークを迎えた後、漸減しつ

つ 4 月まで分離された。A 香港型も、年明けと共に報告数が増加し、例年より

1 ヵ月以上遅い 2 月から 3 月にかけて検出報告数が 300 となり、B 型と同時期

に分離・報告のピークに達し、夏まで分離が続いた。04/05 シーズンも A ソ連

型の検出報告数は少なかったが（約 300 件）、12 月から 1 月にかけて通常のシ

ーズンと同じ時期に検出された。 

 また分離ウイルスの抗原性は、A/ソ連型はほとんどワクチン株からの変異

はみられず、A/香港型では 77%が Fujian-like 株であり、すでに 23%に変異が

みられ、この結果は 05/06 シーズンのワクチン株選定に反映されている。04/05

シーズンの B 型は、その 90%以上がワクチン株と同じ山形系統（Shanghai-like

株）であったが、少数ながらビクトリア株が混在して検出された。 
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病原体サーベイランスによるインフルエンザウイルス分離状況報告 
（2005 年 7 月時点） 

       

B 型ウイルス株の系統的解析 

                    

A/H3N2 分離株解析結果 

 

山形系統 
n=116 (88.5%) 

ビクトリア系統 
n=15 
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３．インフルエンザ様疾患発生報告（学級閉鎖に伴う患者調査） 

 全国の幼稚園、小中学校などにおける、インフルエンザ様疾患による学級閉

鎖に伴う患者情報を週単位で収集・公表。今シーズンのインフルエンザ様疾患

による欠席者の累積報告数は 5 月 21 日で 21.0 万人程度、昨年同期の約 1.4 倍

となった。ウイルス分離状況も、A 香港型、B 型の双方が多かった。 
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４．感染症流行予測調査事業 

 ワクチン接種前・流行シーズン前に、毎年ワクチン株 3 株および、B 型につ

いてはワクチン株以外の系統株に対する国民の抗体保有状況を調査している。

その結果は速報としてウエッブ上に掲載し、当該シーズンのワクチン接種の資

料として役立てている。A/New Caledonia/20/99(H1N1)に対しては、5 年間継

続してワクチン株に選択されており、前シーズンの流行が A 型インフルエンザ

ウイルス(H3N2)（以下 A/香港型）が 95%を占め、B 型インフルエンザウイル

ス（以下 B 型）が残り 5%の中等度の混合流行であったにもかかわらず、04/05

シーズンは、0~9 歳群以外では過去 5 年間で有効抗体保有率がもっとも高かっ

た 。 03/04 シ ー ズ ン に 流 行 し た A/ 香 港 型 の 、 90% を し め た

A/Fujian/411/2002-like 株と類似抗原性を持った、04/05 シーズンのワクチン

株 A/Wyoming/3/2003 (H3N2)に対しては、5~19 歳の年齢群で抗体保有率が比

較的高値（51%~77%）であった。しかし、例年通り 5 歳未満の抗体保有率が低

かった事に加え、特に成人層で 21～33％であり、抗体保有率は依然十分とは言

えず、ワクチン株類似ウイルスが流行する可能性が高かったことからも、特に

注意が必要であると指摘されていた。また B 型については、ワクチン株

B/Shanghai/361/2002（山形系統）に対して、03/04 シーズンに比べ高いか同等

の抗体保有率を示したが、15～19 歳群の 50％を最高とし、A 型に比べ全年齢

層に渡って依然低いことから、ワクチン接種が推奨されていた。また、ワクチ

ンとは異なる系統株である B/Brisbane/32/2002（Victoria 系統）では、全年齢

層で極めて抗体保有率が低く、B 型の動向を注視する必要があるとされた。実

際の 04/05 シーズンは、B/山形系統株を中心とした、A 香港型との大規模な混

合流行であった。 
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             年齢群別 HI 抗体保有状況. 2004 年度 
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５．インフルエンザ関連死亡 

 超過死亡評価：国民の総死亡数でみたインフルエンザによる超過死亡

は、1998/1999 シーズンに次いで最近 10 シーズンで 2 番目に多く、昨

シーズンの約 8.8 倍であった（参考： 2002/2003 シーズン 11,907 人、

2003/2004 シーズン 1,731 人、2004/2005 シーズン 15,225 人）。4 月現

在の人口動態統計では、これまでのシーズンと大きく異なり、1 月のピ

ークでは超過死亡が出ておらず、二つ目のピークを中心に 2 月から 4

月にかけて、多くの超過死亡が見られた。 

超過死亡では、観測値とベースラインの差が、予防接種の有効率 100%

と仮定した場合の、予防接種により回避可能な死亡者数を示しており、

大規模な流行であった昨シーズンは、2005 年に入ってからこの差が大

きく開いた。 

 

 

 

 
 インフルエンザ関連死亡迅速把握システム： 14 大都市の肺炎死亡お

よびインフルエンザ死亡に関するデータを収集した。04/05 シーズンか

らは、ウェブサイトを利用して報告から3日以内で情報還元を行った。

04/05 シーズンの流行規模は大きく、全国レベルではこれまでのシーズ

ン中 2 番目に遅く流行が始まった。平成 16 年 12 月から平成 17 年 3
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月までの期間中に全参加都市で、インフルエンザ死亡 140 件、肺炎死

亡 10,056 件を把握した。65 歳以上の占める割合が圧倒的に多く、イ

ンフルエンザで 92.9%、肺炎で 94.2%であった。インフルエンザによ

る 5 歳未満の小児死亡の報告は無く、肺炎を含めても 0.1%と大幅に減

少し、全国死亡より低かったことが特筆される（同期間の全国のイン

フルエンザ死亡は 5 歳未満の小児 1.2%、65 歳以上 90.9%であった）。

人口動態統計（全国）からも流行の状況は確認できるが、情報入手ま

でに約数ヵ月の遅れが見られるのに対し、迅速把握報告による 14 大都

市の情報は週単位とタイムラグが短く、図に示すように実際の流行の

開始を良く反映している。今シーズンは特に流行開始時からの報告状

況が以前より改善し、各都市における流行パターンの違いなども観察

された。過去の死亡データをもとに都市ごとに設定した予測死亡曲線

を用いて評価したところ、死亡個票受理後 2 週間程度で報告できた保

健所の多かった都市に関しては、危機管理上有用な情報を得ることが

できた。14 大都市における超過死亡の推計は国レベルでのインフルエ

ンザによるインパクトを推定し、診断キットや治療薬の適切な流通を

促す上でも有用である。 

 

 

 

 



 13

 

   




		2005-11-15T10:31:25+0900
	丸山病院
	会長




